
 

 

   

番 

号 
１．（１）① 

項

目 
歯科口腔保健事業に対応する専門の部署を設けてください。 

（回答） 

 歯・口腔と全身との密接な関連が示され、歯周病は生活習慣病でもあることから、本市の

歯科保健事業は歯科専門部署が単独で実施するのではなく、生活習慣を担う各部署が横断

的に連携しながら担うべきものと考えております。  

本市の歯科口腔保健に関する事業は、対象者や目的が多岐にわたっており、乳幼児健診時

の歯科診察やフッ化物塗布及び個別指導等、学齢期の歯科健康教育等、成人に対する歯科健

康相談や訪問口腔衛生指導及び歯周病検診等、障がい者（児）に対する歯科診療、休日・夜

間緊急歯科診療等の各種歯科保健事業、後期高齢者医療制度の被保険者で通院による歯科

健康診査が受診できない方を対象とした訪問歯科健康診査を、各区・局が連携しながら実施

し、市民の歯科口腔保健の維持・向上に努めています。  

 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9961 

 



 

 

 

番 

号 
１．（１）② 

項

目 

「大阪市歯と口腔の健康づくり推進条例」の理念・目的に従い、歯科口腔保健支援セン

ターを設置してください。 

（回答） 

歯科口腔保健の推進に関する法律 15条において、「都道府県、保健所を設置する市及び

特別区は、口腔保健支援センターを設けることができる。」とされていますが、本市では、

各区役所に設置されている保健福祉センターにおいて、乳幼児健診時の歯科診察やフッ化

物塗布及び個別指導事業、歯科健康相談、訪問口腔衛生指導等の法の理念･目的に添った

各種歯科保健事業を実施しており、事業の実施に必要な従事者を配置しております。 

今後は、他都市の動向を注視しながら、本市における口腔保健支援センターのあり方に

ついて考えてまいりたいと思います。 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9961 

 



 

 

 

番 

号 
１．（１）③ 

項

目 

すべての保健センターに常勤の歯科医師と歯科衛生士を配置し、市民の健康を守る拠

点としての機能を抜本的に充実させてください。 

（回答） 

本市では、本庁に常勤として歯科医師１名、各区保健福祉センターに非常勤嘱託職員と

して歯科医師計 26 名、訪問口腔衛生指導における歯科衛生士計９名等を配置し、乳幼児

健診時の歯科診察やフッ化物塗布及び個別指導事業、歯科健康相談、訪問口腔衛生指導等

の各種歯科保健事業を実施しております。 

今後とも、多様化する市民ニーズの把握に努め、効果･効率的な保健衛生事業を検討し

てまいります。 

 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9961 

 



 

 

 

番 

号 
１．（２）① 

項

目 

市の独自施策として、乳幼児歯科健診は４歳児・５歳児・６歳児も対象としてくださ

い。 

（回答） 

 

現在、本市では、１歳６か月児、及び３歳児健康診査において歯科健康診査を実施してお

り、健康診査の結果、う蝕罹患の可能性が高いと判断された幼児とその養育者を対象に、歯

科医師の指示に基づき歯科衛生士が、歯の清掃方法やう蝕罹患予防のため間食等について

具体的な指導を行っております。さらに、希望者には、歯科医師の指示により、歯科衛生士

がフッ化物塗布を行い、積極的に幼児のう蝕予防を図っております。 

また、１歳６か月児健康診査においてう蝕があった児については、６か月後に再度、歯科

保健個別指導を行い、希望者にフッ化物塗布を行うことで、生涯にわたる歯の健康を保持す

る基盤づくりを行っております。 

４歳児・５歳児・６歳児歯科健康診査については、国における歯科口腔保健施策の動向

を注視してまいります。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 管理課（母子保健グループ）電話：06-6208-9966 

 



 

 

 

番 

号 
１．（２）② 

項

目 

認可外保育施設で歯科検診を実施するよう指導してください。また、認可外保育施設

における歯科検診の実施率（令和４年度，実施施設／全施設）を教えてください。 

（回答） 

 

大阪市では、認可外保育施設に対して年１回以上行っている立入調査において、３歳児以

上の児童の歯科検診の有無を確認し、実施するよう指導しています。また、企業主導型保育

施設については、０歳～２歳児についても、年１回以上嘱託医による歯科検診を実施してい

ます。 

 令和４年度 約 60％（大阪市が把握している実施施設 245／全施設 406） 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課 電話：06-6361-0756 

 



 

 

 

番 

号 
１．（２）③ 

項

目 

認可保育所の歯科健診結果で、集計している公立園の対象者数、未処置歯のあるこど

もの人数、喪失歯のあるこどもの人数、歯列不正や咬合異常で「歯科医師に受診が必

要」となったこどもの人数を教えてください。また、嘱託歯科医の所見で口呼吸などの

気になる状態の指摘はどのようなものがあるか教えてください。 

（回答） 

 

大阪市立保育所（公設置公営）における令和４年度の歯科健診集計結果対象者数は 2955

人であり、その内、未処置歯のあるこどもの人数は 295人、歯列不正や咬合異常の指摘があ

ったこどもの人数は 177人となっています。喪失歯については、癒合歯、小帯と合わせてそ

の他の所見として集計を行っており、そのこどもの人数は 192 人となっています。また、

「歯科医師に受診が必要」となったこどもの人数は、未処置歯及びその他の所見によるもの

と合わせて集計しており 378人となっています。 

 嘱託歯科医所見の気になる状態としての指摘については、開咬のこどもについて指吸が

多くあげられています。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 保育所運営課 電話：06-6684-9345 

 



 

 

 

番 

号 
１．（２）④ 

項

目 
４歳児訪問事業について、施設訪問と家庭訪問の件数を教えてください。 

（回答） 

 

令和４年度につきましては、施設訪問が 19,415件、家庭訪問が 469件、合計 19,884件と

なっています。 

 

担当 
こども青少年局 子育て支援部 管理課（子育て支援グループ） 

電話：06-6208-8112 

 

 



 

 

 

番 

号 
１（２）⑤ 

項

目 

令和４年度の学校歯科健診で「要受診」と診断された児童・生徒の受診状況と、口腔崩

壊状態（う歯が１０本以上ある状態）になっている児童・生徒の人数を教えてください。

不登校や欠席などで学校歯科健診を未受診となっている児童・生徒の人数を教えてくだ

さい。また、学校歯科健診で「要受診」と診断されたにもかかわらず、未受診となって

いる児童・生徒が確実に受診できるような具体的な対策を講じてください。 

（回答） 

 学校保健安全法第 14 条に基づき、学校が毎年実施している健康診断の結果を各学校で把握

し、児童・生徒及びその保護者に対し、定期健康診断の結果を通知するとともに、歯みがきや

食生活などの生活習慣についても詳しくお知らせすることで家庭への啓発を図り、予防に努め

ています。 

そのうち、治療が必要な児童・生徒には、学校から受診するよう指示する「歯・口の健康診

断結果のお知らせと受診のおすすめ」を発行し、受診後、各医療機関が発行した受診証明書に

ついて、保護者から学校に提出してもらいます。未提出の児童・生徒については、学校におい

て受診の有無を確認し、引き続き保護者に受診を促しています。 

また、定期健康診断未受診の児童・生徒への対応について、各学校においては、受診状況に

応じ、学校歯科医が歯科健診を随時実施するとともに、教育委員会においては、各学校に受診

率や未受診の理由の調査を行い、事後措置の様子を把握しています。 

なお、令和４年度の学校歯科健診においては、約 16 万人が受診をしており、そのうち口腔

崩壊状態（う歯が 10本以上ある状態）になっている児童・生徒の人数については、299人（小

学校：239人、中学校：60人）となります。 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話番号：06-6208-9141 

 

 



 

 

 

番 

号 
１（２）⑥ 

項

目 

市内全小中学校・特別支援学校で給食後などに歯磨きの時間を設けるとともに、フッ化

物洗口（週１回）に取り組んでください。 

（下線部のみ回答） 

学校での昼食後の歯みがきについては、休み時間が限られていることもあり、各学校の状況

に応じて実施しています。 

また、フッ化物洗口については、教育委員会事務局において、乳歯と永久歯の混合歯列期で

むし歯予防の比較的困難な時期の小学校４年生を対象に、フッ化物洗口（フッ化ナトリウム）

を行っています。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話番号：06-6208-9141 

 

 



 

 

 

番 

号 
１．（２）⑦、⑧ 

項

目 

「大阪市こどもサポートネット事業」で、対象となった児童・生徒の人数、つないだ

支援の内容と件数を教えてください。また、スクリーニングの中で学校に来ていない

児童・生徒の把握状況を教えてください。 

 

「大阪市こどもサポートネット事業」にう歯や口腔崩壊状態で未受診になっている

児童・生徒への受診同行などの対応を位置づけてください。 

（回答） 

 

「大阪市こどもサポートネット」は、実施目的を、「すべてのこどもたちの状況を把握」

し、「課題の解決に向けて必要な支援につなげていく」こととしており、学校におけるこど

もの外形的な様子からの「気づき」を「見える化」して区役所等の福祉制度や支援先の利用

など、必要な支援先につなげる仕組みとなっています。全児童生徒の状況を把握する具体的

手法としては、スクリーニングシートを学校に導入し、こどもたちが 1 日の大半を過ごす

学校での日ごろの様子から、課題の有無や現況等について、「気になる状態」や「特に気に

なる状態」に該当する場合に印をつけ、一定の点数がつくこどもたちを抽出することで、定

量的に本事業の対象となるこども達を把握する仕組みとしています。 

本事業の対象となったこども達については、教職員とともに、区役所に配置するスクール

ソーシャルワーカーやこどもサポート推進員、スクールカウンセラーなどが専門的な見地

から必要な支援や支援先についてアセスメントを行い、課題に応じた適切な支援や支援先

につなぐこととしています。 

 

「大阪市こどもサポートネット」により、全児童生徒を対象にスクリーニングを行った結

果、令和５年３月末現在で、3,356 人（全児童生徒の約 2.0%）の課題を抱えるこどもや子

育て世帯が抽出され、うち 3,181 人（94.8％）をなんらかの支援利用につなげることができ

ました。 

主な支援のつなぎ先としては、福祉制度の窓口をはじめとして、こども食堂等のこどもの

居場所や医療機関、関係機関等となりますが、個々のつなぎ先別の件数や学校に来ていない

児童生徒に特化しての集約等の資料のとりまとめは行っておりません。 

「う歯や口腔崩壊状態」で未受診となっている世帯に対する受診同行などの対応を位置

づける要望につきまして、まずは、治療が必要な児童生徒が未受診である場合には、基本的

には学校から保護者に受診勧奨を行ない、保護者により受診いただくこととなります。しか

しながら、未受診となっている背景として、保護者自らが受診の手続きが困難な状況などの

課題を有する場合は、保護者による受診が可能となるよう課題解決に向けた寄り添い型支

援として、保護者と児童生徒の受診に同行するなど対応を行っているところです。しかしな

がら、未受診となっているすべてのケースで、保護者に代わって恒常的に同行受診すること

は困難ですので、ご理解いただきますようお願いいたします。 



 

 

本事業としましては、今後とも、学校とも連携をしながら、保護者による医療機関への

受診が行われるよう、アウトリーチによるサポートなどを行うことにより取り組んでまい

ります。 

担当 

こども青少年局 企画部 企画課（こどもの貧困対策推進グループ） 

電話：06-6208-8153 

教育委員会事務局 指導部 教育活動支援担当（生活指導グループ） 

電話：06-6208-9174 

 

 

  



 

 

 

番 

号 
１．（２）⑨ 

項

目 

外国人の保護者や児童・生徒に対し、子ども医療証や学校医療券の仕組み・使用方法が

分かるように、外国語に翻訳した案内を作成し周知してください。とりわけコミュニ

ケーションや文章の理解に困難のある保護者へ対応するため、諸制度に通じた通訳を

配置してください。 

（回答） 

 

こども医療費助成制度につきましては、制度の仕組みや医療費の償還に関する案内を、外

国語で作成しており、ご希望の方には区の窓口で配布しております。 

併せまして、制度の概要についても外国語で本市ホームページに掲載しております。 

 

担当 
こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課（医療助成グループ） 

電話：06-6208-7971 

 

 



 

 

 

番 

号 
１（２）⑨ 

項

目 

外国人の保護者や児童・生徒に対し、子ども医療証や学校医療券の仕組み・使用方法が

わかるように、外国語に翻訳した案内を作成し周知してください。とりわけコミュニケ

ーションや文章の理解に困難のある保護者へ対応するため、諸制度に通じた通訳を配置

してください。 

（下線部のみ回答） 

学校医療券につきましては、小・中学校の就学援助制度のお知らせの援助内容に記載し、周

知しております。 

就学援助制度のお知らせは、英語・中国語・フィリピン語・スペイン語・ポルトガル語・ベ

トナム語・韓国語・やさしい日本語版の８種類の用意がございます。 

また、外国につながる子どもの教育をすすめるため、編・転入学時の初期対応や懇談会、教

育相談等において、通訳者による支援を行っております。 

担当 
教育委員会事務局 指導部 保健体育担当   電話番号：06-6208-9141 

教育委員会事務局 指導部 教育活動支援担当 電話番号：06-6208-8128 

 

 



 

 

 

番 

号 
１．（３）① 

項

目 

妊婦歯科健康診査の無料実施の回数を増やしてください。また、近くの医療機関で個

別健診として受けられるなど、受診しやすい制度に改善してください。 

（回答） 

 

本市では、各区保健福祉センターにおいて毎月実施される妊婦教室に併設し、妊婦に対

し、歯科医師による妊婦歯科健康診査を無料で実施しています。 

歯科医師が妊婦の歯の状況、歯周組織の状況、口腔内清掃状況及びその他の異常の有無に

ついて診査を行うだけではなく、必要な場合には保健指導を行うとともに、要医療の方には

医療機関の受診を勧奨しております。 

今後も引き続き、母子健康手帳交付時や各種保健事業開催時、区政だより及びその他広

報等あらゆる機会を利用し、妊婦歯科健康診査事業の周知徹底に努めるとともに、歯科医

師会等の関係機関と連携し、妊婦の健康管理や不安の解消等に努めてまいります。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 管理課（母子保健グループ）電話：06-6208-9966 

 

 



 

 

 

番 

号 
１．（３）② 

項

目 

歯周病検診は、満 18 歳以上のすべての市民と満 15 歳以上の障がいのある人を対象に

年１回、無料で実施してください。また検診内容は、現在の問診・口腔内検査だけでな

く、市民が受診したくなる内容へ拡充してください。 

（回答） 

歯周病検診は、健康増進法第 19 条の２に基づく健康増進事業として、国の健康増進事

業実施要領に基づき市町村は 40、50、60 及び 70 歳の住民を対象として歯周疾患検診を

実施するよう努めることとされており、本市においては、さらに 45，55，65歳の住民も対

象として実施しております。 

また、歯周病検診の受診者負担金は 500円としておりますが、生活保護世帯の方、市民

税非課税世帯の方については、無料で受診いただいております。 

（下線部について回答） 

 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9961 

 



 

 

 

番 

号 
１．（３）② 

項

目 

歯周病検診は、満 18 歳以上のすべての市民と満 15 歳以上の障がいのある人を対象に

年１回、無料で実施してください。また検診内容は、現在の問診・口腔内検査だけでな

く、市民が受診したくなる内容へ拡充してください。 

（回答） 

（下線部について回答） 

本市においては、有料ではありますが、一般歯科医院で治療が困難な障がいのある方が容

易に受診できるよう、大阪府と共同で、障がい児・者歯科診療事業を実施しており、こう

した方々の受診機会を保障するため、本事業や医療機関の情報提供の充実に努めていると

ころです。 

担当 福祉局障がい者施策部障がい福祉課  電話：06-6208-8081 

 



 

 

 

番 

号 
１．（４）① 

項

目 
後期高齢者の訪問歯科健診の実施件数を区ごとに教えてください。 

（回答） 

令和２年度からの区別実施件数は、以下のとおりです。 

 

令和２年度 

北区：１人、中央区：１人、天王寺区：１人、生野区：１人、阿倍野区：１人  

住之江区：９人、住吉区：３人 

計 17人 

 

 令和３年度 

北区：１人、都島区：１人、福島区：１人、港区：２人、浪速区：１人 、 

東淀川区：１人、東成区：１人、城東区：１人、鶴見区：１人、阿倍野区：４人、 

住之江区：７人、東住吉区：１人、住吉区：６人、平野区：１人、西成区：１人 

計 30人 

 

 令和４年度 

北区：１人、都島区：３人、此花区：３人、西区：２人、港区：１人、天王寺区：１人、

西淀川区：１人、淀川区：１人、東淀川区：１人、東成区：17人、生野区：２人、 

城東区：３人、鶴見区：１人、阿倍野区：１人、住之江区：16人、住吉区：２人、 

東住吉区：３人、平野区：３人、西成区：１人 

計 63人 

 

参考：令和５年度（８月末までに申請があった件数） 

北区：２人、都島区：２人、中央区：１人、西区：１人、天王寺区：１人、 

西淀川区：１人、淀川区：２人、東成区：14人、住之江区：11人、住吉区：４人、 

東住吉区：１人、平野区：１人 

計 41人 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保健事業グループ） 電話：06-6208-9876 

 

 



 

 

 

番 

号 
１．（４）② 

項

目 

訪問口腔衛生指導事業の歯科衛生士の配置人数、1 年間の訪問口腔衛生指導件数など

を区ごとに教えてください。 

（回答） 

 令和４年度訪問口腔衛生指導事業の歯科衛生士の配置人数は、24 区で９名、訪問口腔衛

生指導件数は 51件（延べ 69件）です。 

 

（各区内訳） 

北区･･･０件、都島区･･･１件、福島区･･･０件、此花区･･･１件、中央区･･･１件、 

西区･･･２件、港区･･･０件、大正区･･･０件、天王寺区･･･０件、浪速区･･･０件、 

西淀川区･･･０件、淀川区･･･０件、東淀川区･･･４件、東成区･･･０件、生野区･･･１件、 

旭区･･･５件、城東区･･･２件、鶴見区･･･５件、阿倍野区･･･２件、住之江区･･･実６（延べ

７）件、住吉区･･･２件、東住吉区･･･実 11（延べ 20）件、平野区･･･実７（延べ 15）件、西

成区･･･１件 

 

 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9961 

 



 

 

 

 

番
号 

１.（４）③ 

項 

目 

市の独自政策として、要介護度・要支援度が決まれば要介護者・要支援者には必ず歯科

健診を実施してください。また、歯科受診を促す啓発パンフレットやチラシなどを作成

し、要介護者・要支援者へ渡してください。 

（回答） 

介護保険制度においては、要介護・要支援認定を受けた方に係る介護サービスや介護予防

サービスは、ご本人がケアマネジャーと相談し、心身の状況、その置かれている環境などに

応じて、ご本人の意思による契約に基づき利用するものです。 

口腔ケアについては免疫力アップ等の重要性を認識しており、介護サービスにおいても主

治医やケアマネジャーと相談しながら、歯科医師や歯科衛生士から居宅療養管理指導を受け

ることができます。 

 

 

担当 福祉局 高齢者施策部 介護保険課（管理グループ）  電話：06-6208-8028 

 



 

 

 

番 

号 
１．（５）①、②、④ 

項

目 

①障がい者（児）歯科医療に対応する一次医療機関を増やしてください。当該医療機関

を対象とする財政支援策および高次歯科医療機関との相互連携を支援してください。 

②障がい者（児）が身近な地域で安心して健診や治療を受けられるよう、一次医療圏に

所在する障がい者歯科診療施設を案内するリーフレットなどを作成してください。 

④市内歯科診療所に対して、障がい者（児）への歯科保健医療サービスの提供状況を調

査し、「東京都医療機関案内サービス ひまわり」のように、市民に対し障がい者の歯

科診療に対応する医療機関を案内してください。 

（回答） 

 福祉局としましては、基本的には一次医療機関で診療を受けられるものと考えておりま

すが、一次医療機関で治療が困難な障がいのある方が容易に受診できるよう、大阪府と共

同で、障がい児・者歯科診療事業を実施しており、こうした方々の受診機会を保障するた

め、本事業や医療機関の情報提供の充実に努めているところです。 

担当 福祉局障がい者施策部障がい福祉課  電話：06-6208-8081 

 

 

 



 

 

 

番 

号 
１．（５）③ 

項

目 

中小事業所や共同作業所などで就労する障がい者を対象に、歯科健診の機会を増やす

などの口腔保健事業を推進し、障がい者の口腔衛生の向上を図ってください。 

（回答） 

定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることが困難な障がい者に対する

歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持・増進を図る取組を進めるとともに、障がいの

状況に応じた知識や技術を有する歯科専門職を育成するための取組を促進するため、令和

３年度の報酬改定により、障がい者支援施設におきましては、口腔ケアに関してマネジメ

ントが必要な方に対し、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設従事者

に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を実施した場合に、加算報酬を算定できるよ

うになっているところです。 

担当 福祉局障がい者施策部障がい福祉課  電話：06-6208-8081 

 



 

 

 

番 

号 
１．（６）① 

項

目 

市の独自制度として、歯科衛生士や歯科技工士をめざす学生に対する給付型や無利子

の就学助成制度を創設してください。 

（回答） 

 経済的理由で就学が困難な方を対象にした奨学金制度として、日本学生支援機構による

奨学金制度があり、歯科衛生士や歯科技工士の養成施設への就学の際にも利用することが

可能です。 

 本市では、現時点において、歯科衛生士や歯科技工士をめざす学生向けの就学助成制度の

創設は予定していません。 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9961 

 



 

 

 

番 

号 
２．（１）① 

項

目 

市の独自施策として、妊産婦医療助成制度（妊娠４か月から出産後１年間）を創設して

ください。 

（回答） 

 

大阪市におきましては、妊婦の安全な出産を確保し、かつ経済的負担の軽減を図るという

観点から、妊婦健康診査、産婦健康診査の公費負担を実施しております。 

また、妊婦健康診査については、平成 31年度からは、超音波検査の公費負担回数を４回

から８回に増やすなど、さらなる経済的負担の軽減を図ってきたところであります。 

また、令和２年度からは、多胎妊娠の方の公費負担回数を２回分追加しております。 

今後とも、妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図り、より安心・安全な出産と

なるよう体制を確保してまいります。 

なお、妊産婦医療費助成制度の創設につきましては、国等における動向にも注視してま

いりたいと考えております。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 管理課（母子保健グループ） 電話：06-6208-9967 

 

 



 

 

 

番 

号 
２．（１）② 

項

目 

こども医療費助成制度の一部負担金は無料にしてください。取り急ぎ、就学前の乳幼

児の一部負担金は無料にしてください。全国の６割を超える自治体が一部負担金を無

料としています。（2020/4 現在、全国 1,741自治体中 1,214自治体〈64.56％〉が完全

無料。東京 23区・名古屋市などは無料）。 

（回答） 

 

本市のこども医療費助成制度は、大阪府の補助制度のもと実施しており、平成 16年 11月

の大阪府の制度改正において、将来的に持続可能な制度とする観点から、１医療機関ごとに

入・通院各１日あたり 500円以内で、月２日を限度に一部自己負担額をご負担いただくこと

となり、本市においても同様の制度改正を行ったところです。 

なお、一部自己負担額に月額 2,500円の限度額を設け、同一月にご負担いただいた一部自

己負担額の合計が限度額を超えた場合、超過分の払い戻しを受けていただくことができる

こととしており、平成 31年４月診療分からは、一度手続きいただければ、その後は自動で

払い戻しを行う自動償還を開始しています。 

また、制度創設当初は０歳の通院に係る医療費及び６歳（小学校就学前）までの入院に係

る医療費を助成の対象としていましたが、その後対象年齢の拡充を行い、現在は 18歳（高

校修了）までの入・通院に係る医療費を助成対象としています。 

加えて、平成 27年 11月診療分からは、入院・通院とも０歳から 12歳（12歳に到達する

日の属する年度の年度末まで）の所得制限を撤廃するとともに、12 歳（中学校就学）から

18歳（高校修了）までの所得制限を児童手当の基準と同額まで緩和してきたところであり、

さらに、令和６年４月から 12歳（中学校就学）から 18歳（高校修了）までの所得制限を撤

廃します。 

本市といたしましては、従前から大阪府市長会を通じて、国に対しまして、国の制度と

して福祉医療費助成制度を創設されるよう要望を行うとともに、大阪府に対しても補助対

象の拡充について要望しているところであり、今後とも引き続き要望していきたいと考え

ています。 

担当 
こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課（医療助成グループ） 

電話：06-6208-7971 

 

 



 

 

 

番 

号 
２．（１）③④  

項

目 

③市の独自施策として、府の重度障がい者医療費助成制度の対象とならない難病患者・

中軽度の障がい者にも広げてください。 

④市の独自施策として、府の重度障がい者医療費助成制度における 1 カ月の負担上限

3,000円を以前の 1,000円に戻し、薬局での負担を撤廃してください。 

（回答） 

大阪府において、重度障がい者医療費助成を始めとする福祉医療費助成制度に関し、制

度の持続可能性の確保や受益と負担の適正化を図るため、平成 30 年４月診療分から制度

の変更が行われました。 

本市の重度障がい者医療費助成制度は、大阪府の補助制度のもと実施していますが、今

後、高齢化の進展等により所要額が増加し、財政を圧迫していくことが見込まれることか

ら、持続可能な制度を構築することが必要と考え、府とともに制度の変更を行ったもので

すので、ご理解くださいますようお願いいたします。 

また、本市では、従前から大阪府市長会を通じて、国に対しまして、国の制度として福

祉医療費助成制度を創設されるよう要望を行うとともに、大阪府に対しても補助対象の拡

充について要望しているところであり、今後とも引き続き要望していきたいと考えており

ます。 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（医療助成グループ） 電話：06-6208-7971 

 

 



 

 

 

番 

号 
２．（１）⑤ 

項

目 
市の独自施策として、高齢者を対象とした医療費助成制度を創設してください。 

（回答） 

本市の福祉医療費助成制度は大阪府の補助制度のもと実施しており、老人医療費助成制

度は、制度の持続可能性の確保や受益と負担の適正性の観点から見直しが図られたところ

です。以上の見直し理由に加え、本市の厳しい財政状況から、大阪市独自の制度として高

齢者を対象とした医療費助成制度の創設は困難であると考えます。 

なお、本市では従前から大阪府市長会を通じて国に対しまして、国の制度として福祉医

療費助成制度を創設されるよう要望を行っています。 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（医療助成グループ） 電話：06-6208-7971 

 



 

 

 

番 

号 
２．（１）⑥ 

項

目 

こども医療費助成の対象者について、入院時の食事療養にかかる自己負担額の全額を

助成してください。 

（回答） 

 

入院時の食事療養にかかる自己負担（標準負担額）につきましては重度の身体・知的障が

いのある方に対し別途制度により助成を実施しており、制度の対象者に対しては、入院時食

事療養費の自己負担額を助成しております。 

 本制度は、本市独自に実施しているものであり、本市の財政状況からこれ以上の対象

者の拡充は難しいと考えておりますので、ご理解いただきますようお願いします。 

担当 
こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課（医療助成グループ） 

電話：06-6208-7971 

 

 



 

 

 

番 

号 
２．（２）① 

項

目 

国保都道府県単位化にあたっての2023年度までの６年間の経過措置期間後も一般会計

からの繰り入れを引き続きおこなってください。また、国保料を引き下げるよう府へ

要望してください。 

（回答） 

国民健康保険は、国民皆保険制度の根幹として極めて重要な役割を果たしているが、

加入者に高齢者や低所得者が多く、財政基盤が脆弱であるという構造的な問題を抱えて

います。加えて、高齢化の進展や社会情勢の変化に伴い、一市町村で長期に安定した運

営を行うことは困難であることから、持続可能な医療保険制度を構築するため、国は公

費を拡充し国保財政基盤の強化を図るとともに、平成 30 年度より国保運営の都道府県

単位化が図られたところです。 

都道府県単位化にあたって、市町村は、都道府県が定める運営方針を踏まえた国保運

営に努めるものとされており、府内市町村の保険料率につきましては、被保険者間の負

担の公平性の観点から、府内のどこにお住まいでも、「同じ所得、同じ世帯構成」であ

れば「同じ保険料額」とすることとしています。 

本市におきましても、令和６年度に保険料率等を府内で統一する府の運営方針に沿っ

た対応を行っているところです。 

国民健康保険の事業運営は、保険料と国庫支出金等で賄うことが原則であり、事業を

安定して運営していくためには、医療給付費等の伸びに応じて、被保険者の方にも応分

の負担をお願いせざるを得ないものと考えております。 

しかしながら、令和５年度の本市一人当たり平均保険料は、医療給付費の自然増等に

より、13.9％の改定が必要なところ、物価高騰などの状況を考慮して、本市国保基金を

約 28億円充当することにより 10.3％の改定としたところです。 

府内統一保険料率となる令和６年度以降は、前述のような市町村独自の対応はできな

くなるため、大阪府において、府内統一保険料率の抑制・平準化及び国民健康保険の安

定的な財政運営を図るため、令和６年度からの次期運営方針において、財政調整事業を

定めて取り組むこととされています。 

本市としましては、保険料の抑制・平準化のための取組については、医療費の急激な

上昇が見込まれる場合等においても、被保険者の負担が急増することの無いよう、大阪

府・市町村国民健康保険広域化調整会議における協議内容を適切に踏まえた上で、大阪

府がリーダーシップを発揮し、国民健康保険の財政運営の責任主体として確実に取り組

んでいただくよう意見提出しているところです。 

また、高齢化の進展による保険料負担の急増や中間所得者層の保険料負担の緩和、今

後の医療費の増嵩などに耐え得る財政基盤の強化を図るため、更なる財政支援の拡充を

求めるとともに、医療保険制度間の保険料負担の公平化を図り、長期的に安定した制度

となるよう、国民健康保険の都道府県単位化にとどまらず、医療保険制度の一本化など

の制度の抜本的な改革の実施について、引き続き国に要望を重ねてまいります。 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（管理グループ） 電話：06-6208-7961 



 

 

 

番 

号 
２．（２）② 

項

目 

国保料減免制度の拡充で被保険者の負担軽減を図ってください。低所得者や多子世帯・

ひとり親世帯・障害者を対象にした９割減額の新設など、それぞれの世帯の実情にあ

った制度をつくってください。また、保険料を支払うと生活保護基準額以下となる場

合は、介護保険制度にある保険料などを軽減・免除する「境界層措置」を新設し適用し

てください。 

（回答） 

保険料の全額負担が困難な世帯につきましては、「大阪府国民健康保険運営方針」におけ

る「府内統一基準」に基づき、災害を理由に所得割保険料、平等割保険料及び均等割保険料

を減免する制度のほか、倒産、退職、営業不振等を理由に、所得が前年と比較して３割以上

減少した世帯等に対し、所得割保険料を減免する制度を実施しております。 

また、前年中所得が一定基準以下の低所得世帯に対して、平等割保険料及び均等割保険料

の７割・５割・２割を軽減する制度や、倒産・解雇などの理由で離職された非自発的失業者

については、前年給与所得を 100分の 30として算定する保険料軽減措置を、国の制度とし

て実施しております。 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ） 電話：06-6208-7964 

 



 

 

 

 

番 

号 
２．（２）③ 

項

目 

国保の一部負担金の減免制度を、低所得者などが使えるようなものに改善・拡充をし

てください。 

（回答） 

療養の給付を受ける場合の一部負担金は、保険財政の安定的な運営を行うとともに、療養

の給付を受ける被保険者と他の被保険者との受益と負担の公平を図る観点から、国民健康

保険法の定めるところにより、療養の給付を受ける際に負担することとされています。 

一方で、「特別な理由」がある被保険者に限っては、保険医療機関等に一部負担金を支払

うことが困難であると認められる場合、一部負担金の減免や徴収猶予を行うことができる

とされており、その特別の理由として、厚生労働省通知において、災害や、失業等により収

入が著しく減少したとき等と規定されています。また、「大阪府国民健康保険運営方針」に

おいても、法の趣旨に則り、府内統一基準として、災害や失業等の特別の理由がある場合に、

一部負担金の減免または徴収猶予を行うことができると定められています。 

このことから、本市におきましても、大阪市国民健康保険条例及び同施行規則において、

災害により重大な損害を受けたときや、事業又は業務の休廃止、失業等により収入が著し

く減少したことにより、一部負担金を支払うことが困難であると認められる被保険者の方

に対して、一部負担金の減免、徴収猶予を行っています。 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（給付グループ） 電話：06-6208-7967 

 



 

 

 

番 

号 
２．（２）④ 

項

目 

国保料滞納者に対して、短期保険証や資格証明書の発行、差し押さえといったペナル

ティーは中止してください。 

（回答） 

本市では、納期限までに保険料を納付していただけない世帯に対して、督促状を送付する

とともに、電話等による納付の督励を行っています。 

これによっても納付いただけずに滞納状態が改善されない世帯に対して、催告書を送付

して納付を促すとともに、被保険者証の有効期限切れ前に「短期有効期限被保険者証（短期

証）」を交付する旨を文書によりお知らせして接触を図り、その世帯の実情把握に努めると

ともに必要に応じて減免制度や分割納付による納付方法をお示しするなど、各種相談を実

施することにより滞納状況が改善するよう努めております。 

また、短期証の交付後もなお、特別の事情がなく、長期（一年以上）にわたって滞納して

いる世帯に対しては、国民健康保険法の定めにより、被保険者証の返還を求め、「資格証明

書（資格証）」の交付を行うこととなりますが、その際にも、まず文書等で区役所窓口への

来庁勧奨を繰り返し行い、来庁できない事情のある方についても個々の実情把握に努める

とともに、弁明の機会を設け、世帯主及び世帯員の疾病や世帯主の事業の休廃止等の「特別

の事情」に該当しないか、慎重に審査を行っています。 

 

また、保険料滞納世帯に対しては、文書送付や電話などにより接触を図り、納付相談、納

付指導を行う中で、個々の事情の把握に努めるとともに、必要に応じて減免制度をお示しす

るなど、日頃からきめ細かく丁寧な対応を行っています。 

保険料を納めていただけない世帯に対しては、関係法令に基づき財産調査を行い、その結

果財産が判明した場合には、判明した財産が差押禁止財産に該当しないことやその財産の

状況などを慎重に審査した上で、まず差押予告を行い、保険料滞納世帯との接触を図り、

個々の事情を十分お聞かせいただくとともに自主的な納付を促しております。 

それでもなお、特別な事情がないにもかかわらず、保険料を納めていただけない場合は、

関係法令に基づき適正に差押等の滞納処分を行っています。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（収納グループ） 電話：06-6208-9872 

 



 

 

 

番 

号 
２．（２）⑤ア．イ． 

項

目 

⑤短期保険証は加入者の手元に速やかに渡るようにしてください。 

ア.窓口交付は、保険証が手元に渡らない期間が発生し、実質無保険の状態をつくって

しまいます。厚生労働省の通達（保国発 1213 第１号 平成 21 年 12月 16 日）にそ

って加入者の手元に速やかに渡るようにしてください。 

イ.高校生までの子どもの保険証は１年以上とし、絶対に無保険状態をつくらないよ

うにしてください。万が一届いていなくても、医療機関からの照会で確認ができれ

ば保険証所持と同様の取り扱いとしてください。 

（回答） 

本市では、納期限までに保険料を納付していただけない世帯に対して、督促状を送付する

とともに、電話等による納付の督励を行っています。 

これによっても納付いただけずに滞納状態が改善されない世帯に対して、催告書を送付

して納付を促すとともに、被保険者証の有効期限切れ前に「短期有効期限被保険者証（短期

証）」を交付する旨を文書によりお知らせして接触を図り、その世帯の実情把握に努めると

ともに必要に応じて減免制度や分割納付による納付方法をお示しするなど、各種相談を実

施することにより滞納状況が改善するよう努めております。 

高校生世代以下の子どもに対する短期証の交付に際しては、有効期限内に郵送する取り

扱いとしておりますが、世帯主が不在等により郵便局から返戻された短期証については、

「子どもの短期証」を郵送する旨をお伝えするため、別途お知らせ文書を送付したうえで、

再度短期証を郵送することとしています。それでもなお、世帯主の受け取りがなく、再度区

役所に返戻された短期証については、電話連絡や訪問等による接触を試み、速やかに手元に

届けるよう努めております。 

なお、高校生世代以下の子どもの短期証の有効期限については、国民健康保険法第９条第

10 項の規定により、６ヶ月以上と規定されていることから、本市では有効期限が６ヶ月の

短期証を交付しております。 

また、国民健康保険法第 36 条第３項及び保険医療機関及び保険医療養担当規則第３条

において、被保険者は国民健康保険による給付を受ける際には、被保険者証の提示または

電子資格確認（個人番号カードによる資格に係る情報の照会）により被保険者であること

の確認を受けること、医療機関は提出された被保険者証または電子資格確認により給付を

受ける資格があることを確かめなければならないと規定されております。 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（収納グループ） 電話：06-6208-9872 
  
 



 

 

 

番 

号 
２．（２）⑤ ウ． 

項

目 

「こども医療証」を申請されていない０歳から 18 歳の子どもがいるすべての世帯に

「こども医療証」を郵送してください。 

（回答） 

 

本市におきましては、こども医療費助成制度を大阪府の補助金交付要綱のもと実施して

おり、病院や診療所などで診療を受けた場合に、保険診療が適用された医療費の自己負担の

一部を助成しています。 

こども医療証につきましては、こどもの出生や転入などの際に、本制度の対象となる方か

らの申請を受けて、交付しています。 

また、医療証の更新につきましては、申請はいただかず、本市において助成基準を満たし

ているかを確認し、引き続き助成対象となる方に対してこども医療証を交付しています。 

 

担当 
こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課（医療助成グループ） 

電話：06-6208-7971 

 



 

 

 

番 

号 
２．（２）⑥ 

項

目 

大阪市国保におけるマイナ保険証としての利用登録数と被保険者に占める割合を教え

てください。保険証情報の誤登録件数を教えてください。 

（回答） 

令和５年６月末時点の本市国民健康保険の被保険者が 569,579 人、そのうちマイナンバ

ーカードを健康保険証として利用する登録をしている被保険者は 258,759 人で、被保険者

全体に占める割合は約 45.4％です。 

 本市の国民健康保険においては、被保険者のマイナンバー情報を住民基本台帳システム

から取得しているため、基本的には、紐づけ誤りが発生しない仕組みとなっています。 

また、ＤⅤ被害者等、本市に居住実態があるが、諸事情により住民票を移せない被保険者

についても、本市への届出の際に、届出書にマイナンバーを記載していただくとともに、マ

イナンバーカードや通知カードにより番号確認を行っています。 

そのため、令和５年７月の総点検において、本市の国民健康保険被保険者の紐づけ誤りは

ありませんでした。 

なお、マイナンバーカードの紐づけ誤りがあった保険者においては、その発生原因とし

て、法令上マイナンバーの届出義務が無かったことや、マイナンバー未届出の被保険者のマ

イナンバー情報を、地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）へ照会のうえ情報取得す

る際に、「カナ氏名又は漢字氏名、生年月日、性別」の３情報以下により照会し、適切な確

認を行わずにマイナンバーを取り込む等、人為的に不備が生じたことが報じられていると

ころです。 

 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ） 電話：06-6208-7964 

 



 

 

 

番
号 

２.（２）⑦ 

項 

目 

府下でも最も高い介護保険料を一般会計からの繰り入れで引き下げてください。また、

保険料の減免制度を拡充してください。 

（回答） 

介護保険制度は高齢者の介護を社会全体で支えあうために創設された社会保険制度であ

り、介護保険の運営に必要な費用にかかる公費負担と保険料負担の割合が法令により定め

られております。 

 保険料を引き下げるための一般財源の繰り入れについては、被保険者以外の方への負担の

転嫁に繋がるとともに、被保険者間の公平性の確保や健全な介護保険制度の運営と財政規律

の保持の観点から適当ではないと考えており、国においても同様の見解が示されています。 

本市の介護保険料が高いことについては、本市の特色として、家族の介護を受けることが

容易でない一人暮らしの高齢者の 65 歳以上の世帯に占める割合が、令和２年の国勢調査に

おいて 45.0%と全国平均よりも 15ポイント高い状況となっています。このため、介護認定を

受けられる方の割合である認定率が、令和５年３月末で 26.8%と全国平均より７ポイント高

く、介護サービスを受けられる方が多い状況となっていることから、介護サービスに係る費

用も大きくなり、保険料が高くなる傾向となっています。 

低所得者の保険料軽減として、平成27年度からは、国による「公費投入による低所得者

保険料軽減」の実施により、本市においても、低所得者の保険料軽減として保険料段階が

第１段階・第２段階の方へ新たに公費による保険料軽減を行っており、令和元年度からは

さらに軽減幅を拡大し、第１段階から第４段階の方を対象として実施しております。 

 また、本市では、保険料段階が第１段階から第４段階で、世帯全員が市町村民税非課税で

生活に困窮しておられる方に、第４段階の保険料の２分の１に相当する額まで軽減する制度

を設け、実施しております。 

 

 

 

担当 福祉局 高齢者施策部 介護保険課（管理グループ）  電話：06-6208-8028 

 

 



 

 

 

番
号 

２.（２）⑧ 

項 

目 

介護保険料の減免制度を拡充し、負担割合を軽減してください。 

（回答） 

介護保険サービスを利用したときは、本人の所得金額等に応じて係る費用の１割、２割ま

たは３割を負担していただいております。 

利用者負担額が高額となった場合、高額介護サービス費等の支給により負担軽減を図っ

ており、市町村民税非課税世帯は１月当たりの利用者負担額の上限を 24,600円、年金収入

等が 80 万円以下の方については１月当たりの利用者負担額の上限を 15,000 円とし、低所

得者に対する自己負担額が少なくなるよう設定されています。 

また、各医療保険における世帯内の１年間の介護保険と医療保険とのサービス利用にか

かった利用者負担の合計が一定の上限額を超えた場合は、高額医療合算介護サービス費等

として支給しております。 

さらに、社会福祉法人等が提供する介護保険サービスについては、低所得者の利用者負担

額を軽減する制度を各法人のご協力を得ながら実施しているところです。 

いずれにいたしましても、低所得者に対する利用料の減免措置は国において統一的に行

われるべきものと考えていることから、引き続き国に要望してまいります。 

担当 福祉局 高齢者施策部 介護保険課（保険給付グループ）  電話：06-6208-8059 

  



 

 

 

番
号 

２.（２）⑨ 

項 

目 

介護保険料滞納者に対して、差し押さえといったペナルティーは中止してください。 

（回答） 

介護保険制度は、被保険者の皆様が保険料を負担し、相互に助けあう制度です。介護保険

料の滞納は、歳入の確保といった介護保険運営上の問題にとどまらず、被保険者間の負担の

公平性を損なうものでありますので、本市としましても、滞納被保険者に対する粘り強い納

付督励を行いながら、滞納保険料の圧縮・解消に努めているところです。 

差押え（滞納処分）についてですが、介護保険法第１４４条により、介護保険料は「地方

自治法第２３１条の３第３項に規定する法律で定める歳入とする」と規定されております。 

さらに、地方自治法第２３１条の３第３項に規定される歳入については、納期限までに納

付がない場合、期限を指定して督促を行い、督促による納付期限までにその納付すべき金額

の納付がない場合には、地方税の滞納処分の例により処分することができると規定されて

います。 

介護保険料につきましても、納付期限までに納付がない場合には、あらためて納付期限を

定め、督促状を送付し納付をお願いしているところです。また督促状送付後にも、お電話や

文書等で納付のお願いをしているところですが、納付のご相談や特段の事情がないまま滞

納が累積している場合には、上記規定に基づき、滞納処分（差押え）を執行しております。 

担当 福祉局 高齢者施策部 介護保険課（保険給付グループ）  電話：06-6208-8059 

 

 



 

 

 

番 

号 
３.（１）① 

項

目 
生活保護指定医療機関への高点数を理由とした個別指導は中止してください。 

（回答） 

生活保護法第 50条第 2項では、「指定医療機関は、被保護者の医療について、厚生労

働大臣又は都道府県知事（＊）の行う指導に従わなければならない。」とされており、ま

た、同法医療扶助運営要領では、「指定医療機関に対する指導は、被保護者に対する援助

の充実と自立助長に資するため、法による医療の給付が適正に行われるよう制度の趣旨、

医療扶助に関する事務取扱等の周知徹底を図ることを目的とすること。」とされていま

すので、この主旨に基づき個別指導を実施しています。 

 

＊都道府県知事は政令指定都市長に読み替え 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6208-8021 

 

 



 

 

 

番 

号 
３.（１）②  

項

目 

生活保護指定医療機関への指導・検査の実施に際しては、行政手続法等に基づき親

切丁寧におこなってください。また、個別指導実施日調整のために医療機関へ通知

する文書に、指導・検査対象となる指定医療機関の選定理由を記載してください。 

（回答） 

大阪市では、被保護者に対する援助の充実と自立助長に資するため、生活保護法によ

る医療の給付が適正に行われるよう制度の趣旨や医療扶助に関する事務取扱等の周知徹

底を図ることを目的に、生活保護法第 50 条第 2 項及び同法医療扶助運営要領に基づき

実施をしており、指定医療機関には主旨の説明を行いながら調整を行っています。 

また、選定理由に関しては、医療機関へ通知する文書に基金データ、レセプトデータ

等の分析による医療機関の特徴を勘案して行っている旨を記載しています。 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6208-8021 

 

 



 

 

 

番 

号 
３.（１）③ 

項

目 

2022年度の生活保護指定医療機関（歯科医療機関）に対する指導・検査の選定理由

ごとの実績件数及び、2023年度の実施計画を教えてください。 

（回答） 

2022 年度の実施については、生活保護法による医療扶助運営要領第６-１-（３）ｂ

「個別指導の結果、再度個別指導を行うことが必要と認められた指定医療機関又は個

別指導において改善を求めたにもかかわらず、改善が認められない指定医療機関」２か

所、ｄ「社会保険診療報酬支払基金から提供される被保護者に係る診療報酬請求データ

又は電子レセプトの分析結果等を活用して得られる指定医療機関の特徴(例えば請求全

体に占める被保護者に関する請求割合が高い、被保護者以外と比較して被保護者の診

療報酬明細書(調剤報酬明細書を含む。)の一件あたりの平均請求点数が高い、被保護者

の県外受診の割合が高い等)を総合的に勘案し、個別に内容審査をした上で個別指導が

必要と認められる指定医療機関」８か所実施しております。 

2023年度は 10か所の歯科医療機関に対して指導を行う予定です。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6208-8021 

 

 



 

 

 

番 

号 
３.（１）④ 

項

目 
「医療要否意見書」の事務費用（郵送費等）は市が負担してください。 

（回答） 

 要否意見書等の提出は、医療扶助運営要領にあるように、必ずしも郵送の必要はなく、

直接福祉事務所の窓口に持参していただく方法や、被保護者自身に提出していただくこ

とも可能ですので、返送方法についてご検討をお願いします。 

  

 なお、当該郵送料の取り扱いについては明確な基準が示されていないため、政令指定

都市の民生局長等で組織される大都市民生主管局長会議として、「厚生労働省において

明確な基準を示すとともに、行政負担の場合はその費用について全額国庫負担とするな

ど、必要十分な財政措置を講ずること。」を、令和４年７月に提案済みです。 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6208-8021 

 

 

 

 

  



 

 

 

番 

号 
３.（１）⑤ 

項

目 

生活保護利用者に対して、ケースワーカーによる医療やケアプラン（介護扶助）へ

の介入はしないでください。 

（回答） 

医療および介護の扶助決定にあたっては、生活保護制度の「国民の最低限度の需要を

満たすに十分なものであって、かつ、これをこえないものでなければならない」という

原則において、他制度と根本的な差異があることに留意し、生活保護法による医療扶助

運営要領、介護扶助運営要領に基づき適正に実施しています。 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6208-8021 

 

 

 

  



 

 

 

番 

号 
３.（１）⑥ 

項

目 

生活保護利用者におけるマイナンバーカードの普及率を教えてください。また、医療

券のマイナンバーカードへの紐づけを強制しないでください。 

（回答） 

本市における生活保護の被保護者については、令和５年６月末時点において、全体で約

65％の方がマイナンバーカードを取得しています。 

「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律」

（令和３年法律第 66号）による生活保護法の改正に伴い、令和６年に医療扶助にオンライ

ン資格確認を導入し、医療機関における被保護者の資格確認については、基本的にはマイナ

ンバーカードにより行うことが予定されていることから、本市としましては、オンライン資

格確認の導入についてご理解をいただいた上でマイナンバーカードを取得し、医療機関を

受診していただくよう、今後も丁寧に説明し、支援を行ってまいります。 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6208-8021 

 

 



 

 

 

番 

号 

 

３．（２）① 

項

目 

 

 

「歯科医師届出票」等の届出時期にすべての歯科医師等へ届出票を郵送してください。 

（回答） 

歯科医師届出票は歯科医師法第 6条第 3 項に基づく届出で、2年ごとの提出が義務付け

られており、歯科医師自らが住所地の都道府県知事を経由して厚生労働大臣に届け出るも

のとなっています。 

この届出票の配布・回収については、厚生労働省より受託事務として各都道府県や政令

市が行っており、その事務は各自治体での運用によって実施しております。この事務につ

いては国からの限られた委託費で実施しており、本市では対象者（医療機関）が多いため、

全医療機関や対象者への郵送による配布は実施しておりません。 

本市では、市内 24 区にある保健福祉センターで届出票を配布しており、このほか歯科

医師の関連団体等に協力を依頼しております。また、インターネット環境のある方に対し

ては、厚生労働省ホームページから届出票のダウンロードができるようになっておりま

す。 

また、令和 4年度から、医療機関等に勤務する歯科医師につきましては、厚生労働省が

構築・運用を行う「医療従事者届出システム」による届出が実施されましたが、令和 6年

度より、医療機関等に勤務していない歯科医師につきましても、上記システムによる届出

が可能となる予定になっております。 

配布方法や場所について、広報誌やホームページ等を活用し引き続き広報を行うととも

に、歯科医師の関連団体等へ協力依頼及び届出票の提出等について周知を行ってまいりま

す。厚生労働行政の基礎資料であることを踏まえ、今後とも対応してまいりますので、ご

理解ご協力をお願いします。 

担当 健康局 保健所 保健医療対策課 電話：06-6647-0685 



 

 

 

番 

号 
３．（２）② 

項

目 

妊婦検診、歯周病検診事業の推進にあたっては、市内すべての歯科医療機関に公平な

機会を与えてください。 

（回答） 

歯周病検診事業につきましては、大阪市内全域を対象として活動している一般社団法人

大阪府歯科医師会と契約をしております。 

 

（下線部について回答） 

 

担当 健康局 健康推進部 健康づくり課  電話：06-6208-9961 

 



 

 

 

番 

号 
３．（２）② 

項

目 

妊婦健診、歯周病検診事業の推進にあたっては、市内すべての歯科医療機関に公平な

機会を与えてください。 

（回答） 

 

妊婦の歯科健診につきましては、各区保健福祉センターにおいて毎月実施される妊婦教

室に併設し、歯科医師による妊婦歯科健康診査を無料で実施しており、必要な場合には保

健指導を行うとともに、要医療の方には歯科医療機関の受診を勧奨しております。 

引き続き、歯科口腔保健施策の推進に向けて関係機関との連携を図ってまいります。今

後ともご理解とご協力をお願いいたします。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 管理課（母子保健グループ） 電話：06-6208-9966 

 

 



 

 

 

番 

号 

４.（１） 

項

目 

カジノを核とする統合型リゾート（ＩＲ）の区域整備計画を直ちに撤回してください。 

 

 

（回答） 

ＩＲは、ホテル、ＭＩＣＥ施設、レストラン、エンターテイメント施設、カジノ施設など、

多くの集客施設を民間事業者が一体的に整備・運営する複合型の施設であり、民間事業者の

活力と創意工夫を最大限に活かす民設民営の事業です。 

 大阪・夢洲でのＩＲ立地は、世界中から新たに人、モノ、投資を呼び込むものであり、持

続的な民間投資による経済波及効果や雇用創出効果に加え、幅広い産業分野の活性化など、

大阪の経済成長に大きく貢献するとともに、コロナ終息後の日本経済をけん引し、大阪・関

西の持続的な成長のエンジンとなるものです。 

 また、カジノ収益の社会還元として、納付金等の収入を、ギャンブル等依存症対策などの

懸念事項対策の充実をはじめ、子育てや教育、福祉、観光振興、地域経済振興など、住民福

祉の増進や大阪の成長に向けて広く活用することにより、府民・市民の暮らしの充実やさら

なる都市の魅力と国際競争力の向上を図っていきたいと考えています。 

今後も引き続き、世界最高水準の成長型ＩＲの実現に向けて取り組んでいきます。 

担当 ＩＲ推進局 推進課 計画グループ  電話：06-6210-9234 

 



 

 

 

番 

号 
４．（２） 

項

目 
健康保険証の廃止を撤回するよう国に要望してください。 

（回答） 

健康保険証を廃止し、マイナンバーカードによるオンライン資格確認を基本とする規定

等を盛り込んだ「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律等の一部を改正する法律」が、先の国会で成立し、令和５年６月９日に公布されまし

た。 

健康保険証の廃止後は、マイナンバーカードで医療保険のオンライン資格確認を受ける

ことができない方も引き続き保険診療を受けられるよう、資格確認書が無償で交付される

予定であり、現在、国において資格確認書の交付対象者や有効期限等について検討が進めら

れているところです。 

これらの制度変更にあたっては、国民や医療機関に混乱が生じないように丁寧な周知を

行うよう、国へ要望してまいります。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ） 電話：06-6208-7964 

 



 

 

 

番 

号 
４．（３） 

項

目 

地方分権推進の全国的流れに逆行する「大阪市及び大阪府における一体的な行政運営

の推進に関する条例」（広域行政一元化条例）は廃止してください。 

（回答） 

 大阪市では、令和３年４月１日に大阪市及び大阪府における一体的な行政運営の推進に

関する条例を施行したところです。この条例は、副首都推進本部（大阪府市）会議を設置し、

大阪の成長・発展に向けた基本的な方針等を協議することや、府市の一体的な行政運営のた

めに必要な手法を検討し最適なものを選択していくことなどを定めているものです。 

それぞれの地域にふさわしい最適な形を基礎自治、広域行政の両面から自ら考え、地域の

成長と住民生活の充実を図るため、こうした条例を府市で作っていくことは、地方の創意に

より強みを発揮するもので、地方分権の流れに沿ったものと考えています。 

担当 副首都推進局 副首都企画担当  電話：06-6208-8862 

 



 

 

 

番 

号 
４．（４） 

項

目 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金を活用し、大阪府とは別に市独自で

歯科技工所を含めた医療機関への補助金を支給してください。 

（回答） 

 本市では、すでに大阪府が支援対象としている電気・ガス代などを除いた経費を対象とし

て、施設・事業所の規模に応じた支援金を交付します。 

対象となる施設については、保険医療機関（病院、診療所）、保険薬局、助産所、施術所（あ

ん摩マッサージ指圧、はり、きゅう、柔道整復）、歯科技工所、指定訪問看護事業所としてい

ます。 

支援金の申請受付については、原則として、大阪市行政オンラインシステムにより 10 月

中旬から開始し、順次交付する予定としています。 

詳細については、本市ホームページで公表してまいります。 

 

担当 健康局 保健所 保健医療対策課 電話：06-6647-0808 

 



 

 

 

 

番 

号 

 

４．（５） 

項

目 

保健所を 24 区に１つずつ配置してください。保健所等の施設（設備）や専門職を

含む人員を拡充し、非常時に備えた保健所機能を整備してください。また、感染症の

拡大時や自然災害時の初動体制や危機対応等に関するマニュアルなど、現行の健康危

機管理体制について具体的内容を教えてください。 

（回答） 

本市では、平成 12 年度から１保健所 24 保健センターの地域保健体制のもと、本市の公

衆衛生の維持向上に取り組んでまいりました。 

各区保健福祉センターにおいては、各種健康相談をはじめとする生活習慣病予防や子育

て支援など市民ニーズに沿った保健事業の強化や、生活環境相談や生活環境学習会の開催

など、住民に身近な保健サービスの充実に努めているところです。 

市全域を所管する保健所では、情報部門や調査研究部門の強化を図るとともに、環境や食

品衛生にかかる監視指導の実施や病院・診療所などに対する医療指導、新型コロナウイルス

などの新たな感染症に対する健康危機管理体制の強化など、広域的・専門的な保健衛生の拠

点施設としての機能強化を図っています。 

現行の健康危機管理体制につきまして、新型コロナウイルス感染症対策においては、昨

年は、１日１万人の陽性者にも対応できる体制を整備するなどの対応を図り、本年５月の

５類感染症への位置付け変更後も、当面の移行期間において、重症化リスクのある方が多

く入所しておられる高齢者施設等に対し、陽性者の早期発見、感染制御の支援を行うなど、

引き続き必要な対応を実施しております。 

また、自然災害への備えとして、大阪市地域防災計画にて「災害時医療体制の整備」が

定められていることを踏まえ、当局においても「災害時医療救護活動ガイドライン」や「健

康部・保健医療調整本部災害対策マニュアル」等において、発災後の迅速な体制の確立や、

応援機関に対する速やかな救助要請の伝達、医療機関をはじめとする関係機関等との連携

など、フェーズに応じた迅速・的確な医療活動を行うよう定めているところです。 

併せて、各区においても、区独自の災害時医療マニュアルの作成や、関係団体との連携、

災害時の医薬品の確保等、災害時の保健医療体制の整備に取り組んでいるところです。 

今後も各区保健福祉センターと保健所の役割分担と相互連携のもと、新型コロナウイル

ス感染症対策をはじめ、大規模感染症対応業務を一元的に担うことができる保健所施設の

整備など、将来の大規模感染症に対する備えに万全を期し、本市公衆衛生施策の充実に努

めてまいります。 

担当 

健康局 健康推進部 健康施策課  電話：06-6208-9951 

健康局 保健所 管理課      電話：06-6647-0660 

健康局 保健所 感染症対策課   電話：06-6647-0739 



 

 

 

番 

号 
４．（６） 

項

目 

40 歳以上の特定疾患ならびに 65 歳以上の障がい者について、厚労省通知（平成 19 年

３月 28 日付・障企発第 0328002・号障障発第 0328002 号）ならびに、厚労省事務連

絡（平成 27 年２月 18 日付）を踏まえ、一律に介護保険利用の優先を求めるのではな

く、本人の意向を尊重した柔軟な対応を行ってください。 

（回答） 

自立支援給付と介護保険制度との適用関係の基本的な考え方については、障害者総合支

援法の規定及び国の通達により介護保険サービスが優先されることとなりますが、相当す

るサービスが介護保険（総合事業を含む）にあっても、介護保険サービスを一律に優先させ

るのではなく、必要としている支援内容を介護保険サービスにより受けることが可能か否

かを適切に判断することとされています。 

そのためにも、生活に急激な変化が生じないよう配慮しつつ、まずは要介護認定等申請を

行っていただいたうえで介護保険制度からどのようなサービスをどの程度受けられるかを

把握することが適当であるとされており、したがって、要介護認定等の申請を行わない方に

対しては、申請をしない理由や事情を十分に聴き取るとともに、継続して制度の説明を行

い、申請について理解を得られるよう働きかけることとされています。 

本市におきましては、各区の担当者に対して研修を実施し、周知を図り、65 歳以上の方

であっても障がい状況等から必要と認められるサービスが、介護保険法のサービスの支給

量・内容では十分に確保できないと判断される場合には、必要に応じて障がい福祉サービス

の提供ができるよう支給決定しております。 

今後とも引き続き、介護保険の対象となった障がい者に対して一律に介護保険サービスを

優先させることがないよう、また、要介護認定等の申請について理解を得られるよう努め

ながら、本人の心身の状況等を考慮した支給決定を行ってまいります。 

担当 
福祉局 障がい者施策部 障がい支援課         電話：06-6208-8245 

福祉局 高齢者施策部 介護保険課（管理グループ）   電話：06-6208-8028 

 


